






３制度の概要
地域おこし協力隊 地域おこし企業人 外部専門家制度

概要

都市地域から条件不利地域に

生活の拠点を移し、地方公共団
体から「地域おこし協力隊員」と
して委嘱された者が、一定期間、
地域に居住して「地域協力活
動」を行いながら、その地域へ
の定住・定着を図る。

市町村が、企業等の社員を一

定期間受け入れ、そのノウハウ
や知見を活かし、地域独自の魅
力や価値の向上等につなげる。

市町村が、外部人材を招へ

いし、地域独自の魅力や価
値の向上を図る。

実施主体 都道府県、市町村 市町村 市町村

受入対象 個人
企業等（※）に勤務する者

（※）株式会社その他総務大臣が
認める法人

地域人材ネット登録の
①民間専門家
②先進自治体の職員･組織

期間 概ね１～３年 ６月～３年
年度内にのべ
１０日／５回以上

地
域
要
件

派
遣
側

都市圏
地方部の
都市地域等

勤務先企業等が三大都市圏に
所在又は本社機能あり

当該市町村外に在住

受
入
側

地方部
過疎地域等
の条件
不利地域

・過疎地域等の条件不利地域がある市町村

・定住自立圏構想を実施する市町村（中心市及び近隣市町村）

特別
交付税
措置
（上限額）

①隊員の活動に要する経費
⇒４００万円／人

②隊員等の起業・事業承継に
要する経費
⇒１００万円／人

③隊員の募集等に要する経費
⇒２００万円／自治体

④「おためし地域おこし協力
隊」に要する経費
⇒１００万円／自治体

①企業人の受入の期間前に
要する経費（措置率0.5）
⇒１００万円／自治体

②受入に要する経費

（企業への負担金等）
⇒５６０万円／人

③企業人が発案・提案した
事業に要する経費
（措置率0.5）
⇒１００万円／自治体
※受入自治体から給与等を 支
払われる者は措置対象外

①民間専門家等活用
⇒５６０万円／自治体

②先進自治体職員
（組織）活用
⇒２４０万円／自治体

※対象経費は、報償費、
旅費、宿泊費、ワーク
ショップに係る経費

※財政力指数による補正
あり

○第２期のまち・ひと・しごと創生総合戦略や中央教育審議会の答申でも、

当制度や外部専門人材の活用が促されています！

○当制度の活動までの流れや、外部専門家制度で招へいできる
教育関係の地域人材ネット登録者は 特設サイトへ
https://www.mext.go.jp/a_menu/ikusei/katsuyou/

お問合せ先
p 本パンフレットについて
文部科学省 総合教育政策局 地域学習推進課 TEL：０３－６７３４－２９７７

p 地域おこし協力隊、地域おこし企業人、外部専門家制度について
総務省 地域力創造グループ 地域自立応援課 TEL：０３－５２５３－５１１１（代表）

https://www.mext.go.jp/a_menu/ikusei/katsuyou/

